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１．はじめに

（１）会社の概要

　　　　〇　証券取引法の免許を受けた会社で制度金融（貸借取引）の担い手

　　　　〇　証券関連融資や証券貸借を通して証券市場の機能発揮をバックアップ

　　　　〇　東京（第 1 部）、大阪（第 1 部）の各証券取引所に上場

　　　　〇　経常利益は、創立以来５０年余黒字を継続

　　　　〇　配当金は、平成２年以来、年６円を継続

　　　　〇　資本金３５億円、株主資本２４０億円で、自己資本比率は高水準

　　　　〇　格付は上位

　　　　　　長期債格付けはＡ－[Ｒ＆Ｉ（格付投資情報センター）]

　　　　　　短期債格付けもａ－１[Ｒ＆Ｉ]、Ｊ―１[JCR（日本格付研究所）]

　　　　〇　役職員全体で約１００名の少数精鋭

（単体ベース）



（２）　信用取引と貸借取引

　　①　信用取引の特徴

　　　・レバレッヂ（通常３０の資金で

　　　　　　　　　　　　１００の投資が可能）

　　　・「買い」だけでなく「売り」もできる。

　　　

　　　　　　流動性の向上に貢献

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)　月間売買代金ベース
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　　②　空売りの方法

　　　　イ　制度信用取引の売り

　　　　ロ　一般信用取引の売り

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（９月１７日）

　　　　　　小口を除き価格規制導入

　

　　　　ハ　貸株市場からの調達による売り

　　　

　　　　　　　　　　　　（３月６日）

　　　　価格規制強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）月間売買代金ベース
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③　「制度信用取引」をバックアップする貸借取引

○　制度信用銘柄のうち一定の条件（流動性、株式数等）を満たした銘柄　→　「貸借銘柄」

○   大阪市場では、制度信用取引の「売り」については「約８割弱」

「買い」については「約５割強」を「貸借取引」でバックアップ

制度信用取引における貸借取引の利用状況（大阪市場）

（注）年度ベース、平残ベース
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　　　１単位が1,000株以外の新貸借銘柄は1,000株に換算して算出。

1.13倍

④　貸借銘柄選定の効果

　　　〇　値付率の向上

　　　○　売買高の向上

　　　最近の大阪市場貸借銘柄を調査

　　　　　　13年9月（７銘柄）、11月（１銘柄）、14年3月（２銘柄）

　　　　　　市場第一部・第二部……４銘柄

　　　　　NJ市場→ﾍﾗｸﾚｽ市場…６銘柄

調査方法

　　・　平成13年9月～平成14年3月の間に

　　　　貸借銘柄に選定された10銘柄（大証単独銘柄）を調査

　・　数値は貸借銘柄選定10銘柄の合計値

　・　調査期間は、選定前・選定後のそれぞれ７か月間

（資料）　大阪証券取引所統計月報等



⑤　日米における信用取引残高の推移

（１）　買い残高

（２）　売り残高

上場株式数
三市場信用売り残高

NYSEおよびﾅｽﾀﾞｯｸ上場株式の時価総額合計
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２．　平成１４年度中間連結決算の概要

　（１）グループの概要

　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      

　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     　　　　　（連結子会社）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100%
                                         
　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　50%　　　　　　　　　　　　　　　　　　50%                                          
                                          
                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　３０％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（持分法適用会社）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％
                                     　　　　　　　30.95%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                    

大阪証券金融㈱

　貸借取引業務、一般貸付業務

　有価証券貸付業務等

大阪電子計算㈱

 情報処理ｻｰﾋﾞｽ業務、ｿﾌﾄｳｪｱ開発
　業務、ＯＡ機器販売等

㈱ｵｰﾃﾞｨｰｹｲ情報ｼｽﾃﾑ

　 商品先物取引に関する情報処理
　　ｻｰﾋﾞｽ業務

㈱だいこう証券ビジネス(東証・大証に上場)

名義書換代理人業務、株式名義書換取次
業務、有価証券配送・保管業務等

㈱大証金ビルディング

　 不動産の賃貸業務、リース業務等

㈱だいこうエンタープライズ

　不動産の賃貸・管理業務



（２）　決算の推移（連結、単体）－連結、単体とも増益

営業収益 経常利益 当期純利益 営業収益 経常利益 当期純利益

平成　　10 6,999 991 530 6,733 851 412

11 8,814 917 482 4,671 1,026 580

12 8,591 183 347 4,020 286 307

13 9,510 △ 83 △ 14 4,813 138 150

13／上 3,758 △ 133 △ 108 1,859 110 65

14／上 2,853 60 19 1,929 299 167

　　(注）　金額は単位未満切捨て

（単位：百万円）

連  　　結 単　　  体
年  度



（３）　関係会社の決算状況－各社減益

年　度

売上高 経常利益 当期利益 売上高 経常利益 当期利益 売上高 経常利益 当期利益 売上高 経常利益 当期利益 売上高 経常利益 当期利益

平成10 590 48 23 2,540 153 8 9,280 1,557 442 35 △32 △32 346 79 64

11 655 87 48 3,036 33 11 9,253 1,185 634 1,889 △205 △205 316 41 24

12 754 59 32 3,041 △21 △20 10,042 1,642 762 2,298 △392 △397 318 54 31

13 741 102 59 3,314 333 183 10,520 1,156 191 2,033 △568 △568 315 41 24

13／上 409 94 54 1,194 △ 7 9 5,206 518 148 948 △ 267 △ 267 158 15 9

14／上 356 32 16 886 △ 148 △ 121 4,822 332 17 1,171 △ 272 △ 272 143 15 9

（注）１．㈱オーディーケイ情報システムは平成１０年７月設立、平成１３年度に連結子会社から持分法適用会社に移行
　　　２．㈱だいこうエンタープライズは平成１３年度より持分法適用

（単位：百万円）

大阪電子計算㈱ ㈱だいこうｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱大証金ビルディング

連　結　子　会　社 持　分　法　適　用　会　社

㈱だいこう証券ﾋﾞｼﾞﾈｽ ㈱ODK情報ｼｽﾃﾑ



３．　当社の収益動向
（単位：百万円）

（１）　平成14年度中間決算の特徴

　　　　―営業収益は微増、経常利益、当期利益は増益

〇　レポ取引（とりわけ株券レポ）の増加により利鞘

　収入が増加

〇　本年５月の貸借取引貸株料の新設もあって、

〇　一般管理費は減価償却費（償却勘定）の増加

　はあったが、人件費等の抑制により微減

　有価証券貸付料（ネット）も増加
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(2)主要勘定の推移等
　①資金運用残高、利鞘収入ー残高大幅増、収入も増加

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：運用残高は億円、利鞘収入は百万円）
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 ②利回り、利鞘－低金利下、利鞘は縮小

（注）年度ベース

（単位：％）
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　③資金調達残高の内訳ーレポ調達のウエート拡大

（注）年度ベース、平残ベース

                                        （単位：億円）　　
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④資金運用残高の内訳ーレポ運用の大幅増

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：億円）
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⑤証券レポ残高の内訳－株券レポ大幅増

（注）年度ベース、平残ベース

（単位：億円）
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⑥　資金運用の種類別月別残高―高水準の運用残高
（単位：億円）

○レポ ○預金等 ○合計

○貸借融資 ○証券会社向け貸付 ○顧客貸付
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⑦主要資産別運用収益―レポのウェート増大

ⅰ 制　度  金　融　等 1,214 851 799 350 216 203

　（貸　借　融　資） (339) (714) (587) (255) (157) (167)

　（証券会社向け貸付） (875) (137) (212) ( 95) (60) (37)

ⅱ 顧  客　貸　付 1,502 1,384 1,312 1,192 626 544

ⅲ 証　券　レ　ポ ━ 353 541 507 226 553

コ ー ル ロ ー ン 243 373 26 ━ ━ ━

ⅳ 預金・有価証券 147 372 259 233 136 74

合　        　　計 3,109 3,336 2,940 2,285 1,207 1,378

（注）１．運用収益はｸﾞﾛｽﾍﾞｰｽ
　　　２．年度ベース

(単位：百万円）

14／上13平成10 11 12 13／上



⑧有価証券貸付料の内訳ー貸借取引貸株料の新設
（単位：百万円）

年　度 平成　　10 11 12 13 13／上 14／上

貸借取引 92 13 37 127 27 17

(グロスベース） (1,807) (347) (656) (1,962) (438) (256)

貸借取引貸株料 ― ― ― ― ― 41

一般貸株 93 152 107 119 46 23

債券貸借 139 103 30 34 16 30

合　　　計 324 269 175 283 ９０ 113

(注）ネットベース（貸付料ー借入料）



⑨一般管理費の内訳ー人件費減少、物件費・減価償却費増加

（注）年度ベース

（単位：百万円）
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４．経営指標の状況

　（１）健全性チェックリスト（平成１４年９月末）―高い健全性

 ■格　付

　　短期債　a－1　………[格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）]

　　　　　　J－1　………[日本格付研究所（ＪＣＲ）]

　　長期債　A－ 　………[格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）]

 ■自己資本比率
　 (1) 銀行ベース（ＢＩＳ基準）

自 己 資 本 額        247億円
リスクアセット額 2,053億円 ＝12.1％

  

＜参考＞

●国際統一基準行連結ベース平均　　　10.8％
(平成14年3月末現在)

●国内基準行単体ベース平均　　     　8.8％
(平成14年3月末現在)

   (2)　証券会社ベース（証券取引法基準）

自 己 資 本 額        181億円
リ ス ク 相 当 額        18億円 ＝991.1％

＜参考＞

●東証取引参加資格証券会社(109社)平均　  　535.5％
(平成14年9月末現在)

 ■貸出不良債権

実質破綻債権（５名） ４７４百万円 （０．５％）

破綻懸念債権（３名） ８０百万円 （０．１％）

＜参考＞

●全国銀行(133行)平均　         　    　5.3％
(平成14年3月末現在)

要注意債権　（８名） １５２百万円 （０．１％）

　　合計 ７０６百万円 （０．７％）

・各債権額はいずれも担保評価額を控除後
・ 実質破綻債権は債権額の100％を個別引当済
・ 破綻懸念債権は債権額の70％を個別引当済
・要注意債権は必要に応じ、債権額の15％を個別引当済
 ・（　　　）内は貸付金総額（94,197百万円）に対する割合

　金融庁が発表したリスク管理債権総額のうち破綻先債権
　と延滞債権の合計を貸出金総額で除して算出



11 12 13 13／上 14／上

％

2.4 1.3 0.6 0.5 1.4
倍

27.1 27.7 50.7 59.4 21.8
倍

0.64 0.34 0.31 0.31 0.30
円

14.51 7.68 3.76 1.64 4.23
円

％

円

安値 160 220 178 172 175 174

（注） 1（　　　）は連結ベース
 　 　 2　1株当たり当期利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出
　　 3　上期の株主資本利益率、株価収益率は年率（上期の利益を2倍して算出）

（２）収益性関連指標の推移―収益性も改善
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◎「倒産警報ランキング」[週刊東洋経済（2002.11.16 号）]について

　　当社が「倒産警報ランキング」43 位と掲載

　　　　　　その根拠は、きわめて不透明、不適切と同社に抗議

　　　　　　　〇金融機関には適用しがたい項目で評価

　　　　　　　〇業態の特性（証券金融業）を考慮していない

　　　　　　　〇健全性指標（２０ページ参照）等からみた当社の実態と大きくかい離



（３）経営の目標

　　　基本目標

　　　（１）株主に：高いリターンの実現
　　　（２）顧客に：ニーズへの対応、サービスの向上
　　　（３）従業員に：「やる気」に応える職場の提供

　　　役職員の行動指針

　　　　　 ニーズ！　スピード！　チャレンジ！

　　　目標とする経営指標（中期経営計画＜平成１２年度～１４年度＞）

　　　（１）ＲＯＥ　……………　平成 15 年３月期において３％以上、以後毎年 0.5 ポイント
以上伸ばす

　　　（２）配　当　……………　年６円の安定配当、業績好調時には配当性向３０％を下限
に増配

　　　（３）自己資本比率　……　ＢＩＳ基準、証取法基準ともに高水準維持
　　　（４）格　付　……………　高格付の取得、維持



（４）主要施策の展開

〇　東京支店を拠点に、証券担保ローン営業展開強

　　化（１４．７）

〇　ネット取引への取組み（１４．９）

・インターネットを通じた証券担保ローン取引構

　想を推進中

〇　東証株式担保貸付の実施（１４．１１）

３．人的パワーの完全発揮

〇　提案推進キャンペーンの実施（毎年）

〇　人材確保の多様化

・受入派遣社員の増員

〇　会社のイメージ動物を『ヒョウ』に決定、現在

　　デザイン化中（１４．１０）

１．環境変化への積極的対応

〇　金融庁「信用・貸借取引に係る制度見直し」要請へ

　　の対応

・貸借取引管理運営基準を改正、規制措置の機動的実

　施（１４．２）

・「貸借取引貸株料」新設（１４．５）

〇　貸借取引品貸料率決定方式をテーブル方式から入

　　札方式へ（１４．７）

〇　ＯＳＦカスタネットの拡充、大証ＷＡＮとの提携

　　（１４．３）

〇　統一清算機関（日本証券クリアリング機構：ＪＳＣ

　　Ｃ）への参加（１５．１予定）

２．収益基盤の強化

〇　コムストックローン（通信取引）の拡大

・貸付金残高 10 億円突破（１４．９）



５．今後の取組み

（１）証券担保ローンの取組み強化

　　①　経営資源の集中と適正な配分

○ 東京地区での営業力の強化･････専任担当者の配置

○ 支店網の見直し･･･営業地域が重複し不採算の神戸支店を廃止、本店に統合

② コムストックローン（通信取引）の拡大

〇融資残高・顧客数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　〇顧客数の地域別分布（平成 14 年 9 月 30 日現在）

③ インターネット取引への取組み

　コムストックローン（通信取引）のなお一層の利便性向上と業容拡大を図るため、インターネット取引構想を推進中
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（注）本支店所在地とは近畿２府４県および広島県を指す



（２）　ナスダック・ジャパン市場への対応

　　　今後も上場銘柄を積極的に貸借銘柄に選定
（平成14年9月末）

上場銘柄数 貸借融資残高 貸借貸株残高

内　制度信用銘柄（ジャスダックは信用銘柄）

内　貸借銘柄 内　貸借融資銘柄

（百万円） （百万円）

2,410 23

マザーズ 37 4 0 4

ジャスダック 931 165 ― ―

（注）ナスダック・ジャパンは１４年１２月１６日ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」に名称変更予定

ナスダック・ジャパン 11 89100 100



（3）　平成１４年度の見通し

（単位：百万円）

平成１3年度実績 平成１3年度実績

上半期実績 上半期実績

営業収益 2,853 9,510 1,929 4,580

経常利益 60 △83 299 138

当期純利益 19 △14 167 150
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